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註 1)石井寛治『日本経済史] (東京大学出版会. 1991年)p.123および第 3章(近代日本社会の形成). 4章(日本資本主義
の確立)を参照。
註 2)角山栄『経済史学] (東洋経済新報社. 1970年)pp. 6G~69。








































































































































(日本評論社， 1975年)p.92 (第4図) (創文社， 1992年) p.17 (第 1-6図)
註 9)金沢夏樹 F水田農業を考えるl(東京大学出版会. 1989年)p.173. 
註10)速水徹「経済社会の成立とその特色」社会経済史学会編『新しい江戸時代史像を求めてJ(東洋経済新報社，1977年)p 







































































表 l①，②は， w農事調査』およびその他の資料を用いて新谷が行なった明治中期(1888年 ~
1900年)における我が国稲作農業の生産関数の計測結果である註2)。土地の生産弾性値 αAは0.60
~63，また，経常財(肥料・その他)αF は0.15~0. 20と推定されている。計測はいずれも l次同
次を仮定して単位労働当たり生産額に単位労働当たりの投下肥料，土地を回帰させた場合の推定値
















労働 肥料 土地 決定係数
αL αF αA R2 
資料




② 1888， 1900年 0.215 




③ 1918年 0.221 
0.227 0.552 
[3.110J [4. 488J 
0.466 『米の生産費に関する調査』
④ 1926. 1935年 0.281 
0.145 0.574 
[3.085J [6. 833J 
0.706 『米の生産費に関する調査』











労働 肥料 動物資本(牛) 同(馬)





0.544 o. 107 0.173 
[3.93] [0.94] [5.43] 
③ 
0.494 0.083 0.085 
[5.21J [1. 85] [4.28J 
④ 
0.428 0.081 0.417 
[4.61] [2.26] [5.27J 
⑤ 
0.301 0.230 0.298 
[3.98J [6. 51] [4.53] 
⑥ 
































②~③・ (Y/A) =がo(L/A)αL(Sj A)刊 +rE Eは全肥ダミー (E=O:全肥あり、 E=l:全肥なし)
④~⑤: (Y/A) =がo(L/A)αL (S;A)α九四 Dは地域ダミー (0=0:山間部、 0=1:平野部)























































s I ぐ D1. ............1一一一.......~.._.
(生存水準)I F 
B 
























従来の地主「横暴」説を図解すると(図 2 ②) ，競争地代部分二三角形 W2E A (斜線部)が







































地方別には最低49.1% (東北) ~58. 2% (中国)と50%台がほとんどであった。府県ベ スでこれ






























(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 
反当収量 契約小作料 同小作料率 実納小作料 同小作料率 契約・実納 同 作徳
(5ヶ年平均) (5ヶ年平均) 小作料開差 小作料率|刻差 (契約)
石 石 % 石 % 石 % 石
東 ~t 6 2.123 1. 042 49.1 1. 036 48.8 0.006 0.3 1. 081 
関 東 6 1. 863 1. 026 54.9 0.937 50.4 0.089 4.5 0.837 
東 海 5(4) ， 1. 994 1. 090事 55.1 0.998' 50.4 0.092 4. 7 0.904 
~t 陸 4 2.021 1. 029 51. 2 1. 001 49.8 0.028 1.4 0.992 
近 畿 9 2.007 1. 119 56.0 1. 055 52.9 0.064 3.1 0.888 
中 思 5 1. 822 1. 060 58.2 0.995 54.6 0.065 3.6 0.762 
四 国 4 1. 825 1. 004 55.1 0.950 52.0 0.054 3.1 0.821 
九 州 7 1. 790 0.958 53.7 0.926 51. 8 0.032 1.9 0.832 





















仁ゴ 50%._ 55% /1 
Eコ55%~ 60% 1 












































































































































































































































































































































































































































(1) (2) (高3) 
{!f 普通
% 小作料(石) % 小作料(石) % 小作料(石)
44.8 0.678 49. 1 1. 042 52.5 1. 342 
東北 6 
(1. 527) (2. 123) (2.548) 
関東
53.4 O. 754 54.9 1. 026 58.1 1. 332 
6 
(1. 438) (1. 863) (2.281) 
東海
54.0 0.817 55. 1 1. 090 54.3 1. 269 
5 
(1. 525) (1. 994) (2.378) 
北陸
47.0 O. 751 51. 2 1. 029 52.0 1. 241 
4 
(1. 607) (2.021) ( 2 . 390) 
近畿
7 49.9 0.710 56.0 1. 119 56.0 1. 426 
(9地方) (1. 401) (2.007) (2.464) 
中国
54.2 0.663 58.2 1. 060 59.0 1. 360 
5 
(1. 225) (1. 822) (2.301) 
53.5 O. 730 55. 1 1. 004 57.9 1. 299 
四国 4 
(1. 367) (1. 825) (2.272) 
九州
50. 1 0.607 53. 7 0.958 55.6 1. 286 
7 
(1. 215) (1. 790) (2.314) 
全国 46 50. 7 O. 705 54.2 1. 044 56. 1 1. 331 






7. 7 0.664 
4. 7 0.578 
0.3 0.452 
5.0 0.490 















次に，再度表 3に目を転じ， r契約小作料」・(率) (第(2)・(3)繍)と農民が実際に納入した「実
納小作料J(第(4)・(5)欄)を比較検討して見ょう。先ず，いずれの地方も「実納Jが「契約Jを
下回っていたことが判明する。両者の開差は平均で0.053石(率にして3.3%ポイント，以下同様)， 
最大は東海の0.092石 (4.7%)，次いで関東の0.089石 (4.5%)，中国の0.065石 (3.6%)，近畿の

























































































































































































































1880 90 1900 10 20 30 35 
出所:友部謙一『土地制度』尾高埋之介/他編著




勝賞の原因 府県数 il 落 府県数
① 人口治加ニ伴ウ耕地ノ不足 耕地不足 14 ① 労力ノ欠乏 小作者減少労銀昂騰 13 





④ 公務諸傍ノ増大 5 ③ 肥料価格ノ騰貴 2 
⑤ 農事改良ノ結果収穫量ノ僧加 2 ④ 小作人ノ生活向上
⑥ 近年耕地整理其二依リ矯収 3 ⑤ 
穀価不振農作物ノ下落農業不利 農業収益
15 
⑦ 品種改良耕作方法等ニ依ル増収 3 
寡少
地主小作手IJ益均等タフシメントスル運動 小作
⑧ 地価ノ騰貴 4 
⑥ 争議 小作組合(減額要求) 小作人勢力ノ繕加 12 
⑨ 耕種法改善ニ依ル増収耕種HE培法ノ改良 4 思想ノ変化
⑩ 土地改良ニ依ル増収 3 ⑦ 経済界ノ不況
@ 小作人ノ増加ニ伴ウ小作地ノ競争 2 ③ 土地ノ返還 経営面接ノ減少
⑫ 農業以外ノ事業界不況ニ伴ヒ帰農者ノ淘加 ⑨ 生産費高騰 4 
⑬ 物価勝貴 2 ⑩ 耕地過剰需給均衡失シ 7 
⑪ 土地生産力ニ比シ小作料ノ高キコト 2 
⑫ 創業ノ収入増加 商工業ノ勃興労働賃金昂騰 2 
⑬ 工業界の勃興ハ農業労力ヲ吸収 2 
⑭ 財界ノ変動
⑮ 耕地ノ荒廃
騰落ノ趨勢 原 因 騰落ノ趨勢
傾向ナキ
原 因
謄貴 低落 騰貴 低落 騰貴 {底落 騰貴 低落
福島 。 ①②③④⑤ ①② 新潟 。 ⑮⑥① 
宮城 。 <I② 富山 。 。<I②~⑬ 
岩手 。 ⑥⑨ 石川l一部O 。@①⑧ ② 
青森 。 ⑦①②⑧ 福井 。 ⑤⑨ 
秋田 。 @浴ゆ②⑪⑫
山形 。一認O ① 滋賀 。 ②⑩ 
京都 。 ②⑩③ 
神奈川 。 ②③④⑤ 奈良 。 ⑤②⑮ 
埼玉 。 ①⑤⑥ 重 。 ⑫⑥ 
群馬 。 ⑥⑦ 和歌山 。 ⑤@⑩ 
栃木 。 ④③⑤①② 大阪 。 ①⑥ 
茨域 。 ④@ゆ③②⑬ 兵庫 。 ⑤⑨⑥ 
千葉 。 ④①② 
岡山 。 ⑤⑨⑥ 
静岡 。 ⑦①② 広島 。 ⑤① 
愛知 山口 。 ① 
岐阜 。 ②⑥⑧ 島根 。 ⑬②①⑫ 
山梨 。 ⑦⑩①④② 鳥取 。 ①② 
長野 。 ⑤②⑥ 
勝落ノ趨勢 原 因 資料・『大正十年府県別小作慣行調査集計』
騰貴 低落 騰貴 低落
徳島 稀 。 ① ⑤ 
香川| 該当無キ
愛媛 。 ⑨⑬②①⑩⑥ 
高知 。 ①⑥②⑩ 
福岡 。 ①⑤② 
佐賀 。 @①⑤ 
長崎 。 ⑤②⑧ 
熊本 。 ⑤<I⑮⑥ 
大分 。 ②<I⑤ 
宮崎 。。 ⑦① ② 


















































註31) 沢回収三郎 f近代における日本農業の技術進歩~ (農林統計協会， 1991年)および土屋造「前掲論文」。
註32) 速水佑次郎『前渇書~ pp.202~204. 
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